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①

　　　

補助金返還金
第４項

予備費
支出額

資 本 的 支 出

補 助 金

第１項
建 設 改 良 費

第１款

小 計
地方公営企業法第２６
条の規定による繰越額
に 係 る 財 源 充 当 額

営業外費用

第４項
予 備 費

　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　算

特 別 損 失
第３項

補 正 予 算 額

　(注) 資本的収入額が資本的支出額に不足する額1,123,081,286円は、減債積立金212,797,342円及び

令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市

（１）収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

区 分

　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　算

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ４ 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支 出 額
に 係 る 財 源 充 当 額

第１款 下 水 道 事 業 収 益

第２項 営 業 外 収 益

第１項 営 業 収 益

地 方 公 営 企 業 法
第２４条第３項の
規定による支出額

第３項 特 別 利 益

支 出

区 分
補正予算額

下水道事業費用

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

小 計
予 備 費
支 出 額

△2,878,000

流    用
増 減 額

営 業 費 用

第１款

当 初 予 算 額

第１項

第２項

資 本 的 収 入

区 分

（２）資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

当 初 予 算 額

第１款

第１項

第５項

企 業 債

企業債償還金

支 出

第８項 その他資本的収入

第２項

第９項

　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　算

第５項

貸 付 金

投資その他資産

予 備 費
第７項

第６項

補正予算額

第４項

負 担 金

区　　　分 流　用
増減額

小   計

貸 付 返 還 金

第６項

当初予算額

他 会 計 補 助 金

地 方 公 営 企 業 法
第 ２ ６ 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額
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うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮払消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

うち、仮受消費税

及び地方消費税

△ 469,659,299

△ 109,058,500

備　　　考

予算額に比べ
決算額の増減

備　　　考

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

　額

決 算 額

備　　　考

△ 1,000

不 用 額

地方公営企業
法 第 ２ ６ 条
第２項の規定
による繰越額

　　　　　　　　　額

決 算 額継 続 費 逓 次 繰 越 額
に 係 る 財 源 充 当 額 合 計

不 用 額

翌　年　度　繰　越　額

合 計

決　算　額
　　　額

合 計
地方公営企業法第
２ ６ 条 第 ２ 項 の
規定による繰越額

△ 143,720,000

△ 213,028,000

　　　　額

うち、仮払消費税及び地方消費税

合 計合 計
決 算 額継 続 費 逓 次

繰 越 額

（単位：円）

（単位：円）

継 続 費
逓 次
繰 越 額

地 方 公 営 企 業 法
第 ２ ６ 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額

下 水 道 事 業 決 算 報 告 書

△ 852,799

△ 3,000,000

備     考

（単位：円）

　　当年度分損益勘定留保資金910,283,944円で補てんした。

（単位：円）

うち、仮払消費税及び地方消費税
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１

２

　

３

４

５

そ の他未処 分 利益 剰余 金変 動額

（単位：円）

下 水 道 使 用 料

ポ ン プ 場 費

営 業 外 収 益

業 務 費

他 会 計 負 担 金

管 渠 費

②　令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 損 益 計 算 書 

営 業 収 益

そ の 他 の 営 業 収 益

（ 令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで ）

受 取 利 息 及 び 配 当 金

普 及 促 進 費

営 業 費 用

総 係 費

営 業 損 失

減 価 償 却 費

過 年 度 損 益 修 正 損

支払利息及び企業債取扱諸費

流 域 下 水 道 管 理 費

資 産 減 耗 費

雑 収 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 営 業 外 費 用

営 業 外 費 用

他 会 計 補 助 金

当年度未処分利益剰余金

長 期 前 受 金 戻 入

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

特 別 損 失
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③　令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

　 剰      　余 

資　   本   　剰   　余 

受贈財産
評価額

受益者負担金
他会計
補助金

国庫補助金

前年度末残高

前年度処分額

減債積立金への積立

資本金への組入

当年度変動額

当年度末残高

④　令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書（案）
（単位：円）

当年度末残高

△ 395,676,297

△ 182,878,955

△ 212,797,342

(繰越利益剰余金)

処分後残高

資  　本
剰 余 金

未処分利益
剰　余　金

資　本　金

積立金の取崩

資　本　金

減債積立金への積立

議会の議決による処分額

処分後残高

議会の議決による処分額

資本金への組入

当年度純利益
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（単位：円）

    金

府補助金
資本剰余
金合計

減債積立金
未処分利益

剰余金
利益剰余
金合計

△ 552,446,128 △ 179,961,804

△ 552,446,128 △ 179,961,804

△ 372,484,324

△ 179,961,804 △ 179,961,804

(前年度繰越利益剰余金)

△ 212,797,342

△ 212,797,342

(当年度未処分利益剰余金)

       金

資 本 合 計
利　益　剰　余　金
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（単位：円）

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

イ

　

イ

ロ

△ 4,048,656

△ 1,945,860

△4,869,852,851

減価償却累計額

△36,140,326,361

△ 1,483,018,531

　　⑤　令 和 ７ 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 貸 借 対 照 表
（ 令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

資　　　産　　　の　　　部

有形固定資産

建 物

土 地

減価償却累計額

減価償却累計額

固定資産合計

工具、器具及び備品

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

車両及び運搬具

構 築 物

建 設 仮 勘 定

長 期 貸 付 金

基 金

有形固定資産合計

無形固定資産合計

無形固定資産

施 設 利 用 権

未 収 金

貸倒引当金

投 資 そ の 他 資 産

資 産 合 計

流動資産合計

投資その他資産合計

現 金 預 金

△ 4,367,383

固 定 資 産

流 動 資 産
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イ

イ

イ 賞与等引当金

イ 長期前受金

収益化累計額

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ 減債積立金

ロ 当年度未処分利益剰余金

利益剰余金合計

預 り 金

利益剰余金

資 本 金

府補助金

剰 余 金 合 計

受益者負担金

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

資本剰余金合計

国庫補助金

資　　　本　　　の　　　部

資本剰余金

資 本 金

繰 延 収 益

繰延収益合計

企 業 債

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

固定負債合計

負 債 合 計

充 て る た め の 企 業 債

流 動 負 債

建設改良費等の財源に

建設改良費等の財源に

負　　　債　　　の　　　部

資 本 金 合 計

△18,566,304,753

充 て る た め の 企 業 債

受贈財産評価額

繰入金

未 払 金

企 業 債 合 計

引 当 金

流動負債合計

長期前受金

剰 余 金

固 定 負 債
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１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

建物　８年～５０年

構築物　１５年～５０年

機械及び装置　１０年～３０年

車両及び運搬具　４年～６年

工具、器具及び備品　４年～１５年

ロ．無形固定資産

定額法による

・主な耐用年数

施設利用権　５０年

（２）引当金の計上方法

イ．退職給付引当金

　職員の退職手当は、一般会計がその全部を負担することとなってい

るため、退職給付引当金は計上していない。

ロ．賞与等引当金

　職員の期末手当・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支

払に備えるため、当事業年度末における支給見込額等に基づき、当事

業年度の負担に属する額を計上している。

ハ．貸倒引当金

　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収

不能見込額を計上している。

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

注注　　　　　　記記
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２．貸借対照表関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込ま

れる額は９，５１５，１７９千円である。

３．キャッシュ・フロー計算書に関する注記

重要な非資金取引の内容

当年度、受贈財産として受け入れた資産の額は１０２，７６４，７９０円である。

４．セグメント関連

本市公共下水道事業は、単一セグメントであるため、記載を省略している。

５．その他

（１）賞与等引当金の取り崩し

　　　当事業年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福

　　利費の支払いに充てるため、賞与等引当金６，４５２，０００円を取り崩した。

（２）貸倒引当金の取り崩し

　　　当事業年度末において、未収使用料収益の不納欠損による損失が生じたため、

　　貸倒引当金６２４，７８６円を取り崩した。
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１．概　　　　要

（１）総　括　事　項

（イ）　業　務　状　況

（ロ）　建　設　事　業　の　状　況

（ハ）　財　政　状　況

① 　収益的収支（消費税抜き）

② 　資本的収支（消費税込み）

湾岸北部流域下水道等の建設費の一部 円を負担した。

人減少した。水洗化人口については、 人で前年度 人 に比べ

比較して 円（ ％）減少した。主な内訳は、企業債 円

その主な内訳は建設改良費 円（前年度 円）、企業債償還金

市内管渠布設工事等を 円で実施した。ポンプ場整備では、機械設備等の

更新を 円で実施した。また、流域下水道建設費負担金として、南大阪

建設改良事業については、管渠整備では、フェニックス地区整備工事及び

（ 円）に比較して 円増加した。これは、営業費用が

本年度における総収益は、 円で前年度（ 円）に比較して

の減などにより 円減少したことによるものであり、収支差し引き

本年度末の処理区域内人口については、 人で前年度 人 に比べ

人減少した。その結果、本年度の普及率は前年度と同率の となり、

また、水洗化率は となり、前年度に比べ ％向上した。有収水量は

⑥ 令 和 7 年 度 泉 大 津 市 下 水 道 事 業 報 告 書

ことによるものである。また、事業費用については、 円で前年度

円増加した。これは他会計負担金、他会計補助金及び長期前受金

前 年 度 円 ） で あ っ た 。 一 方 、 資 本 的 支 出 は 円 で

㎥で前年度 ㎥ に比べ ㎥の減少となった。

負 担 金 円 （ 前 年 度 円 ） 、 他 会 計 補 助 金 円

及び当年度分損益勘定留保資金 円で補てんした。

前年度（ 円）に比較して、 円（ ％）減少した。

円（前年度 円）であった。

本年度における資本的収入は 円で前年度（ 円）に

では 円（前年度 円）の純利益を計上することになった。

なお、資本的収支の不足額 円については、減債積立金 円

減価償却費の増などで 円増加、営業外費用が企業債償還金利子

（前年度 円）、国庫補助金 円（前年度 円）、

戻入の増により営業収益が 円、営業外収益が 円増収した
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(２)　経　営　指　標　に　関　す　る　事　項　

<経営指標の推移＞

％ ％ ％ ％ ％

(３)　議　会　議　決　事　項　

(４)　職　員　に　関　す　る　事　項　

現在員 ９人 （令和８年３月３１日）（　　）兼任

いることから、更新需要に備え、現在の経営状況を維持しつつ、継続的に健全な下水道経営に努める。

令和7年9月11日

令和７年度

認定第  ３号

令和６年度泉大津市下水道事業会計予算の繰越しの件 令和7年6月18日 令和7年6月19日

管 渠 老 朽 化 率

番 号 件　　　　　　　　　　　名 提出年月日

増の52.6％、法定耐用年数を超えた管路延長の割合を示す管渠老朽化率は、前年度に比べ1.1ポイント

増の4.8％となっている。これらは将来の施設の改築や更新の必要性が比較的高いことを示して

経 常 収 支 比 率

経 費 回 収 率

106.7 107.5

115.7

令和６年度令和３年度

0.0 0.0 3.70.0

52.6

106.1

令和7年9月10日令和６年度泉大津市下水道事業会計決算認定の件

議決年 月日

議案第２８号 令和８年度泉大津市下水道事業会計予算の件 令和8年2月24日 令和8年3月19日

令和7年9月29日

報告第　９号

議案第６９号 令和６年度泉大津市下水道事業会計剰余金処分の件 令和7年9月10日

120.3

51.2

令和４年度

48.2有 形 固 定 資 産 減 価 償 却 率

令和５年度

114.6

107.1

115.4

49.6 50.3

106.2

令和７年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度に比べ、

1.4ポイント増の107.5％となり、健全経営の水準とされる100％を上回っている。また、使用料で回収

の115.7％となったものの、汚水処理費用が使用料で賄えている状況を示す100％を上回っている。 一方、

すべき経費をどの程度使用料で賄えているかを示す経費回収率は、前年度に比べ、4.6ポイント減

償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は、前年度に比べ1.4ポイント

116.6

4.8

人 人 人 人 人 人 人 人 人

部　長 理　事 次　長
課長･参事 課長補佐 総務係 事業係

計

技術職員

事務職員

区分

職名

４

９

５

４ ２

２

１

４

１

１

合　計

１

会計年度
任用職員

下 水 道 課

１

１

−14− −15−



着 工 年 月 日

委 託 料 請負工事費 計 竣 工 年 月 日

管渠布設工事 円 円 円
φ450㎜ 130ｍ 令和7年6月10日
φ1100㎜ 100ｍ 令和8年9月30日予定
外 1式

管渠布設工事 令和7年4月23日
φ250~450㎜ 97ｍ 令和8年3月19日
外 1式

327ｍ

令和6年5月17日

機械設備工事 1式 令和8年3月31日

令和6年10月31日

1式 令和7年6月30日

着 工 年 月 日

竣 工 年 月 日

円

小　  　計

管渠、公共桝、取付管等の補修工事

工　事　内　容

ポ
ン
プ
場
整
備
費

小松雨水ポンプ場更新工事

小　  　計

工 事 費

管
渠
整
備
費

フェニックス
地区整備工事

区
分

工 事 区 分 件 数 工 事 内 容

下水道管渠布設工事

合　　　計

　(２) 保 存 工 事 の 概 況   

区
分

管
渠
費

２．　工　　　　事

　(１) 建 設 改 良 工 事 の 概 況   

合　　　　　　計

汚水中継ポンプ場施設
遠隔監視装置更新工事

遠隔監視装置
更新

工　事　費

令和7年4月1日
令和7年12月26日

管渠等補修工事

工　事　区　分 件数

−16− −17−



３．　業　　　　務

(１) 業　務　量

人 人

人 人

％ ％

人 人

人 人

％ ％

世帯 世帯

㎥ ㎥

(２) 事 業 収 入 に 関 す る 事 項

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

4．

2．

1．

2．

4．

5．

率

年　度 本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

下 水 道 使 用 料

営 業 収 益

区　分 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額 構　成　比 金　　　　　額

他 会 計 負 担 金

その他の営業収益

△ 12受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

△ 5.0

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

計

雑 収 益 △ 5,684,746 △ 11.5

令和７年３月３１日現在区　　　　　分

行 政 区 域 内 人 口

年 度 末 整 備 済 人 口

普 及 率

（ B ）

処 理 区 域 内 人 口

水 洗 化 人 口

令和８年３月３１日現在

（ D ）

（ C ）

水 洗 化 率

水 洗 化 世 帯

年 間 有 収 水 量

−16− −17−



(３) 事 業 費 用 に 関 す る 事 項

1． 円 ％ 円 ％ 円 ％

1．

2．

3．

4．

5．

6．

7．

8．

2．

1．

2．

1． 皆増過年度損益修正損

△ 1.7

△ 16.0

△18,866,226

皆増

△3,070,515

△4,819,438 △ 6.5

支払利息及び企業債取扱諸費

特 別 損 失

管 渠 費

ポ ン プ 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

その他営業外費用

営 業 外 費 用

流域下水道管理費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

△ 4.9△15,598,158

皆増

金　　　　　額

本 年 度 前 年 度 対前年度との比較増減

営 業 費 用

区　分 金　　　　　額 構　成　比 率金　　　　　額 構　成　比

△2,334,072

△ 7.7

計 2,498,619,970 2,448,471,999

年　度

−18− −19−



　　(ロ)　一　時　借　入　金

  他会計からの補助金等特定収入の判定を要する不課税収入の使途

円 円 円

資本的収入 他会計補助金 他会計補助金

収益的収入

使　途　の　特　定

営業収益 雨水処理負担金

営業外収益 他会計補助金

㈱ 池 田 泉 州 銀 行

５．　そ　の　他

合　　　　　計

区　　　　分
課税仕入以外に充当
（特定収入以外）

課税仕入に充当
（特定収入）

借  入  先 前 年 度 末 残 高 本 年 度 借 入 高 本年度償還高 本年度末残高

円円 円

㈱ り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

日本郵政公社 簡易生命保険資金

㈱ 三 井 住 友 銀 行

前 年 度 末 残 高

円

本 年 度 末 残 高

計

本 年 度 最 高 借 入 残 高

４．　会　　　計

　企業債及び一時借入金の概況

　　(イ)　企　　業　　債

大 阪 府

財 務 省 円

地方公共団体金融機構

㈱ 南 都 銀 行

金　　額

円 円

−18− −19−



⑦　固　定　資　産　

　　(１)　有　形　固　定　資　産　明　細　書

　　(２)　無　形　固　定　資　産　明　細　書

資 産 の 種 類 年度当初現在高

施 設 利 用 権

建 設 仮 勘 定

計

資産の種類

土 地

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車両及び運搬具

年度当初現在高

円

当 年 度
増 加 額

当 年 度
減 少 額

円 円 円

年度末現在高

工具、器具及び備品

円

当年度減少額当年度増加額

円

計

円

−20− −21−



明  細　書

減 価 償 却 累 計 額
年度末償却未済高

当年度増加額 当年度減少額 累　　　　　計

円 円 円 円

円

当年度減価償却高 年度末現在高

円

−20− −21−



⑧　　　企　　　業　　　債　　

公共下水道事業 平成 円 円 円

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 特 別 分 ）

公共下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 臨 時 特 利 分 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 特 別 分 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種 類 発行年月日 発 行 総 額

償　　還　　高

−22− −23−



明　　　細　　　書

円 円 ％ 令和 財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

大 阪 府

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

大 阪 府

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先

−22− −23−



流域下水道事業 平成 円 円 円

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種 類 発行年月日 発 行 総 額

償　　還　　高

−24− −25−



円 円 ％ 令和 公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

大 阪 府

大 阪 府

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

日本郵政公社 簡易生命保険資金

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

発 行 価 額 利率 償還終期 借 入 先未 償 還 残 高
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流域下水道事業 平成 円 円 円

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

流域下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

公共下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 分 ）

流域下水道事業

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

資本費平準化債

流域下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公共下水道事業

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種 類 発行年月日 発 行 総 額

償　　還　　高
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円 円 ％ 令和 公 営 企 業 金 融 公 庫

日本郵政公社 簡易生命保険資金

財 務 省

公 営 企 業 金 融 公 庫

財 務 省

財 務 省

財 務 省

地方公営企業等金融機構

地方公営企業等金融機構

地方公営企業等金融機構

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

財 務 省

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

利率 償還終期 借 入 先未 償 還 残 高 発 行 価 額
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流域下水道事業 平成 円 円 円

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業債

資本費平準化債

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 公 営 企業 会計 適用 債）

公 共 下 水 道 事 業
（ 繰 越 ）

下 水 道 借 換 債 資 本 費
平 準 化 債 及 び 特 別 措 置 分 ）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（Ｈ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種 類 発行年月日 発 行 総 額

償　　還　　高
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円 円 ％ 令和 地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

償還終期 借 入 先発 行 価 額 利率未 償 還 残 高
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下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債） 平成 円 円 円

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 事 業 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業 令和元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業 元. 5.30

流域下水道事業 元. 5.30

資本費平準化債 元. 5.30

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

種 類 発行年月日
償 還 高 累 計

発 行 総 額
償　　還　　高

当 年 度 償 還 高
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円 円 ％ 令和 三 井 住 友 銀 行

り そ な 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

大 阪 信 用 金 庫

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

り そ な 銀 行

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

三 井 住 友 銀 行

三 井 住 友 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

南 都 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

未 償 還 残 高 償還終期 借 入 先利率発 行 価 額
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公共下水道事業 令和 円 円 円

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

下 水 道 事 業
資 本 費 平 準 化 債

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

下 水 道 借 換 債
（ 資本費平準化債）

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

資本費平準化債

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

公共下水道事業

流域下水道事業

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種 類 発行年月日 発 行 総 額

償　　還　　高
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円 円 ％ 令和 三 井 住 友 銀 行

南 都 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

池 田 泉 州 銀 行

大 阪 信 用 金 庫

り そ な 銀 行

三 井 住 友 銀 行

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

財 務 省

地方公共団体金融機構

借 入 先利率 償還終期未 償 還 残 高 発 行 価 額
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資本費平準化債 令和 円 円 円

公共下水道事業

公共下水道事業 8．3.26

流域下水道事業 8．3.26

資本費平準化債 8．3.26

公共下水道事業 8．3.26

合　　　計

当 年 度 償 還 高 償 還 高 累 計
種 類 発行年月日 発 行 総 額

償　　還　　高
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円 円 ％ 令和 地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

地方公共団体金融機構

利率 償還終期 借 入 先未 償 還 残 高 発 行 価 額

−34− −35−



(単位：円)

（１） 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

資産減耗費

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与等引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入

受取利息及び配当金

支払利息

預り金の増減額（△は減少）

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

　　　　　　　　小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

（２） 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

国庫補助金等による収入

国庫補助金の返還による支出

受益者負担金等による収入

基金への積立てによる支出

貸付の回収による収入

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

（３） 財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増減額（△は減少）

資金期首残高

資金期末残高

182,878,955

△ 227

227,687,374

△ 1,185,434

1,498,198,590

3,083,262

5,924,226

147,201

582,838,981

⑨　令和７年度泉大津市下水道事業キャッシュ・フロー計算書

（ 令和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 ３１ 日 ）

173,000

△ 639,070,681

△ 327,892,730

△ 227,687,374

△ 1,627,896,549

241,572,000

△ 1,152,596,549

70,976,500

475,300,000

250,000,000

△ 324,061,133

△ 506,377,033

31,679,156

753,788,344

227

981,475,491

△ 147,428

△ 22,670,168

258,777,848

300,656,000

74,747,072

△ 9,410,000

△ 250,000,000
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⑩　　参  　考 　 資 　 料

（注）

本文中

「法２４－３による支出額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額」。

「法２４－３財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２４条第３項の規定による支出額に係る財源充当額」。

「法２６による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額」。

「法２６財源充当額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条の規定による繰越額に係る財源充当額」。

「法２６－２による繰越額」とあるのは、「地方公営企業法第２６条第２項の規定による繰越額」。

「継続逓繰財源充当額」とあるのは、「継続費逓次繰越額に係る財源充当額」である。

−36− −37−



令和７年度泉大津市下水道

（１）収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 法24-3財
源充当額 合　　計

　1　下水道事業収益 2,739,435,000 2,739,435,000

　1　営業収益 1,304,746,000 1,304,746,000

1 下水道使用料 1,107,000,000 1,107,000,000

2 他会計負担金 197,465,000 197,465,000

4 その他営業収益 281,000 281,000

　2　営業外収益 1,434,688,000 1,434,688,000

1 13,000 13,000

2 他会計補助金 790,130,000 790,130,000

4 長期前受金戻入 643,545,000 643,545,000

5 雑収益 1,000,000 1,000,000

　3　特別利益 1,000 1,000

2 過年度損益修正益 1,000 1,000

2,739,435,000 2,739,435,000

受取利息及び
配当金

目

収　益　合　計

区　　　　分 予　　　算　　　額
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事業決算報告書明細

単位（円）

予 算 現 額 決　算　額

2,786,786,250 47,351,250 105,344,522

1,309,833,007 5,087,007 101,099,631

1,111,496,187 4,496,187 101,045,102

1 下水道使用料 1,107,000,000 1,111,496,187 101,045,102

197,465,000 0

1 他会計負担金 197,465,000 197,465,000

871,820 590,820 54,529

1 手数料 281,000 871,820 54,529

1,476,953,243 42,265,243 4,244,891

227 △ 12,773

2
その他受取利
息及び配当金

13,000 227

790,130,000 0

1 他会計補助金 790,130,000 790,130,000

639,070,681 △ 4,474,319

1 長期前受金戻入 643,545,000 639,070,681

47,752,335 46,752,335 4,244,891

1 雑収益 1,000,000 47,752,335 4,244,891

0 △ 1,000

0 △ 1,000

1
過年度損益修
正益

1,000 0

2,786,786,250 47,351,250 105,344,522

(款）　　１　下水道事業収益 （項）　　　１　　営業収益

節
うち、仮受消費税
及び地方消費税

費　　目
決  算  額

予算額に比べ
決算額の増減
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

１ 下水道事業費用 2,708,164,000 0 2,708,164,000

1 営業費用 2,338,075,000 △ 2,878,000 2,335,197,000

1 管渠費 84,690,000 △ 7,283,000 77,407,000

2 208,266,000 208,266,000

目

ポンプ
場費

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

2,708,164,000 2,608,197,113 99,966,887 60,097,764

2,335,197,000 2,252,825,057 82,371,943 59,738,454

77,407,000 38,771,368 38,635,632 3,508,923

12 備消品費 49,000 0

13 材料費 379,000 0

17 燃料費 38,000 17,706 1,610

20 修繕費 98,000 97,240 8,640

23 通信運搬費 13,000 12,276 1,116

25 委託料 64,638,000 35,374,900 3,215,900

29 保険料 185,000 164,340

30 工事請負費 12,000,000 3,098,306 281,657

35 公課費 7,000 6,600

208,266,000 190,359,254 17,906,746 15,889,626

1 給料 9,716,000 7,394,568

2 手当等 8,159,000 3,944,856 52,420

3
賞与等引当金繰
入額

1,678,000 1,678,000

4 法定福利費 3,570,000 2,818,170

12 備消品費 437,000 76,560 6,960

15 光熱水費 1,786,000 1,696,442 154,205

16 動力費 18,388,000 16,277,770 1,479,703

20 修繕費 7,480,000 1,045,000 95,000

23 通信運搬費 312,000 131,811 11,979

24 手数料 54,000 49,050 4,459

25 委託料 155,507,000 154,357,760 14,032,520

26 賃借料 769,000 576,180 52,380

29 保険料 410,000 313,087

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額 単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

2,708,164,000 2,608,197,113 99,966,887 60,097,764

2,335,197,000 2,252,825,057 82,371,943 59,738,454

77,407,000 38,771,368 38,635,632 3,508,923

12 備消品費 49,000 0

13 材料費 379,000 0

17 燃料費 38,000 17,706 1,610

20 修繕費 98,000 97,240 8,640

23 通信運搬費 13,000 12,276 1,116

25 委託料 64,638,000 35,374,900 3,215,900

29 保険料 185,000 164,340

30 工事請負費 12,000,000 3,098,306 281,657

35 公課費 7,000 6,600

208,266,000 190,359,254 17,906,746 15,889,626

1 給料 9,716,000 7,394,568

2 手当等 8,159,000 3,944,856 52,420

3
賞与等引当金繰
入額

1,678,000 1,678,000

4 法定福利費 3,570,000 2,818,170

12 備消品費 437,000 76,560 6,960

15 光熱水費 1,786,000 1,696,442 154,205

16 動力費 18,388,000 16,277,770 1,479,703

20 修繕費 7,480,000 1,045,000 95,000

23 通信運搬費 312,000 131,811 11,979

24 手数料 54,000 49,050 4,459

25 委託料 155,507,000 154,357,760 14,032,520

26 賃借料 769,000 576,180 52,380

29 保険料 410,000 313,087

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

−40− −41−



支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

3 15,256,000 15,256,000

4 業務費 60,369,000 66,000 60,435,000

5 総係費 71,707,000 2,616,000 74,323,000

普及促
進費

−42− −43−



単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

15,256,000 12,310,777 2,945,223 99,319

１ 給料 4,504,000 3,816,000

2 手当等 3,290,000 2,579,956

3
賞与等引当金繰
入額

904,000 904,000

4 法定福利費 2,146,000 1,590,124

7 報酬 2,156,000 2,155,524

9 報償費 173,000 172,650

12 備消品費 10,000 4,315 392

19 印刷製本費 151,000 66,000 6,000

23 通信運搬費 179,000 14,410 1,309

24 手数料 1,000 528 48

25 委託料 942,000 941,270 85,570

26 賃借料 66,000 66,000 6,000

34 助成金 734,000 0

60,435,000 60,434,407 593 5,494,037

1 委託料 60,435,000 60,434,407 5,494,037

74,323,000 69,533,777 4,789,223 473,151

. 1 給料 15,192,000 12,990,000

2 手当等 8,801,000 8,117,390 18,106

3
賞与等引当金繰
入額

3,199,000 3,199,000

4 法定福利費 6,229,000 4,703,005

7 報酬 2,454,000 2,453,868

11 旅費 377,000 310,650 28,233

12 備消品費 56,000 55,713 5,063

19 印刷製本費 113,000 90,640 8,240

23 通信運搬費 32,000 14,370 1,301

24 手数料 184,000 151,000 13,726

25 委託料 3,538,000 3,402,388 309,308

26 賃借料 923,000 922,944 83,904

29 保険料 29,000 28,130

32 負担金 29,371,000 29,370,131 3,770

33 研修費 116,000 16,500 1,500

36
貸倒引当金繰入
額

3,709,000 3,708,048

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

15,256,000 12,310,777 2,945,223 99,319

１ 給料 4,504,000 3,816,000

2 手当等 3,290,000 2,579,956

3
賞与等引当金繰
入額

904,000 904,000

4 法定福利費 2,146,000 1,590,124

7 報酬 2,156,000 2,155,524

9 報償費 173,000 172,650

12 備消品費 10,000 4,315 392

19 印刷製本費 151,000 66,000 6,000

23 通信運搬費 179,000 14,410 1,309

24 手数料 1,000 528 48

25 委託料 942,000 941,270 85,570

26 賃借料 66,000 66,000 6,000

34 助成金 734,000 0

60,435,000 60,434,407 593 5,494,037

1 委託料 60,435,000 60,434,407 5,494,037

74,323,000 69,533,777 4,789,223 473,151

. 1 給料 15,192,000 12,990,000

2 手当等 8,801,000 8,117,390 18,106

3
賞与等引当金繰
入額

3,199,000 3,199,000

4 法定福利費 6,229,000 4,703,005

7 報酬 2,454,000 2,453,868

11 旅費 377,000 310,650 28,233

12 備消品費 56,000 55,713 5,063

19 印刷製本費 113,000 90,640 8,240

23 通信運搬費 32,000 14,370 1,301

24 手数料 184,000 151,000 13,726

25 委託料 3,538,000 3,402,388 309,308

26 賃借料 923,000 922,944 83,904

29 保険料 29,000 28,130

32 負担金 29,371,000 29,370,131 3,770

33 研修費 116,000 16,500 1,500

36
貸倒引当金繰入
額

3,709,000 3,708,048

(款）　　１　　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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支　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額 予備費支出額 流用増減額
法24-3
による
支出額

小　　計
法26-2
による
繰越額

目

区　　　分 予　　　　　　　　　算　　　　　　　　額

6 395,331,000 395,331,000

7 1,498,254,000 1,498,254,000

8 4,202,000 1,723,000 5,925,000

364,089,000 0 364,089,000

1 226,889,000 799,000 227,688,000

2 70,000,000 4,195,000 74,195,000

3 67,200,000 △ 4,994,000 62,206,000

3 特別損失 1,000,000 2,878,000 3,878,000

5 1,000,000 2,878,000 3,878,000

4 予備費 5,000,000 5,000,000

1 予備費 5,000,000 5,000,000

2,708,164,000 0 2,708,164,000

流域下
水道管
理費

支払利
息及び
企業債
取扱諸
費

消費税
及び地
方消費
税

2 営業外費用

減価償
却費

資産減
耗費

費　用　合　計

その他
営業外
費用

過年度
損益修
正損

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

395,331,000 377,292,658 18,038,342 34,273,398

1 負担金 395,331,000 377,292,658 34,273,398

1,498,254,000 1,498,198,590 55,410

1
有形固定資産減
価償却費

1,446,108,000 1,446,107,516

2
無形固定資産減
価償却費

52,146,000 52,091,074

5,925,000 5,924,226 774

1 固定資産除却費 5,925,000 5,924,226

364,089,000 351,494,881 12,594,119 6,840

227,688,000 227,687,374 626

1 企業債利息 227,666,000 227,665,457

3 一時借入金利息 22,000 21,917

74,195,000 74,194,800 200

１
消費税及び地方
消費税

74,195,000 74,194,800

62,206,000 49,612,707 12,593,293 6,840

1
その他営業外費
用

62,206,000 49,612,707 6,840

3,878,000 3,877,175 825 352,470

3,878,000 3,877,175 825 352,470

1
過年度損益修正
損

3,878,000 3,877,175 352,470

5,000,000 0 5,000,000

5,000,000 0 5,000,000

1 予備費 5,000,000 0

2,708,164,000 2,608,197,113 99,966,887 60,097,764

(款）　　１　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用
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単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

395,331,000 377,292,658 18,038,342 34,273,398

1 負担金 395,331,000 377,292,658 34,273,398

1,498,254,000 1,498,198,590 55,410

1
有形固定資産減
価償却費

1,446,108,000 1,446,107,516

2
無形固定資産減
価償却費

52,146,000 52,091,074

5,925,000 5,924,226 774

1 固定資産除却費 5,925,000 5,924,226

364,089,000 351,494,881 12,594,119 6,840

227,688,000 227,687,374 626

1 企業債利息 227,666,000 227,665,457

3 一時借入金利息 22,000 21,917

74,195,000 74,194,800 200

１
消費税及び地方
消費税

74,195,000 74,194,800

62,206,000 49,612,707 12,593,293 6,840

1
その他営業外費
用

62,206,000 49,612,707 6,840

3,878,000 3,877,175 825 352,470

3,878,000 3,877,175 825 352,470

1
過年度損益修正
損

3,878,000 3,877,175 352,470

5,000,000 0 5,000,000

5,000,000 0 5,000,000

1 予備費 5,000,000 0

2,708,164,000 2,608,197,113 99,966,887 60,097,764

(款）　　１　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

単位（円）

合　　計 予 算 現 額 決　算　額

法26-2
による
繰越額

不 用 額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額

395,331,000 377,292,658 18,038,342 34,273,398

1 負担金 395,331,000 377,292,658 34,273,398

1,498,254,000 1,498,198,590 55,410

1
有形固定資産減
価償却費

1,446,108,000 1,446,107,516

2
無形固定資産減
価償却費

52,146,000 52,091,074

5,925,000 5,924,226 774

1 固定資産除却費 5,925,000 5,924,226

364,089,000 351,494,881 12,594,119 6,840

227,688,000 227,687,374 626

1 企業債利息 227,666,000 227,665,457

3 一時借入金利息 22,000 21,917

74,195,000 74,194,800 200

１
消費税及び地方
消費税

74,195,000 74,194,800

62,206,000 49,612,707 12,593,293 6,840

1
その他営業外費
用

62,206,000 49,612,707 6,840

3,878,000 3,877,175 825 352,470

3,878,000 3,877,175 825 352,470

1
過年度損益修正
損

3,878,000 3,877,175 352,470

5,000,000 0 5,000,000

5,000,000 0 5,000,000

1 予備費 5,000,000 0

2,708,164,000 2,608,197,113 99,966,887 60,097,764

(款）　　１　下水道事業費用 （項）　　　１　　営業費用

−44− −45−



（2）資本的収入及び支出

収　　　入

款 項 当初予算額 補正予算額 小　　　計 法26財源充当額
継続逓繰財
源充当額 合　　計

１ 資本的収入 1,477,441,000 1,477,441,000 87,720,000 1,565,161,000

１ 企業債 604,500,000 604,500,000 14,520,000 619,020,000

1 企業債 604,500,000 604,500,000 14,520,000 619,020,000

４ 補助金 418,000,000 418,000,000 36,600,000 454,600,000

1 国庫補助金 418,000,000 418,000,000 36,600,000 454,600,000

５ 負担金 150,285,000 150,285,000 36,600,000 186,885,000

1 負担金 150,285,000 150,285,000 36,600,000 186,885,000

６　他会計補助金 300,656,000 300,656,000 300,656,000

1
他会計補助
金

300,656,000 300,656,000 300,656,000

８　その他資本的収入 3,000,000 3,000,000 3,000,000

1
その他資本
的収入

3,000,000 3,000,000 3,000,000

９　貸付返還金 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1 貸付返還金 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1,477,441,000 1,477,441,000 87,720,000 1,565,161,000資本的収入合計

区　　　　分 予　　　　算　　　　額

目
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予 算 現 額 決　算　額

1,095,501,701 △ 469,659,299 6,850,000

475,300,000 △ 143,720,000

475,300,000 △ 143,720,000

1 企業債 619,020,000 475,300,000

241,572,000 △ 213,028,000

241,572,000 △ 213,028,000

1 国庫補助金 454,600,000 241,572,000

77,826,500 △ 109,058,500 6,850,000

77,826,500 △ 109,058,500 6,850,000

1 工事負担金 186,600,000 75,350,000 6,850,000

2 受益者負担金 285,000 2,476,500

300,656,000 0

300,656,000 0

1 他会計補助金 300,656,000 300,656,000

0 △ 3,000,000

0 △ 3,000,000

1
その他資本的
収入

3,000,000 0

147,201 △ 852,799

147,201 △ 852,799

1 貸付返還金 1,000,000 147,201

1,095,501,701 △ 469,659,299 6,850,000

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目

予 算 現 額 決　算　額

1,095,501,701 △ 469,659,299 6,850,000

475,300,000 △ 143,720,000

475,300,000 △ 143,720,000

1 企業債 619,020,000 475,300,000

241,572,000 △ 213,028,000

241,572,000 △ 213,028,000

1 国庫補助金 454,600,000 241,572,000

77,826,500 △ 109,058,500 6,850,000

77,826,500 △ 109,058,500 6,850,000

1 工事負担金 186,600,000 75,350,000 6,850,000

2 受益者負担金 285,000 2,476,500

300,656,000 0

300,656,000 0

1 他会計補助金 300,656,000 300,656,000

0 △ 3,000,000

0 △ 3,000,000

1
その他資本的
収入

3,000,000 0

147,201 △ 852,799

147,201 △ 852,799

1 貸付返還金 1,000,000 147,201

1,095,501,701 △ 469,659,299 6,850,000

(款）   1   資本的収入 （項）　　１　　企業債

単位（円）

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

節 うち、仮受消
費税及び地
方消費税費　　目

−46− −47−



支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継続費逓
次繰越額

流用増減額 小　　計 法２６による繰越額 合　　　計

　１　資本的支出 2,644,890,000 2,644,890,000 87,720,000 2,732,610,000

　1　建設改良費 998,583,000 998,583,000 87,720,000 1,086,303,000

1 管渠整備費 484,950,000 484,950,000 73,200,000 558,150,000

2
ポンプ場整備
費

487,000,000 487,000,000 14,520,000 501,520,000

4
流域下水道
建設負担金

26,633,000 26,633,000 26,633,000

目

区　　　分 予　　　　算　　　　額
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単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

2,218,582,987 206,780,000 206,780,000 307,247,013 52,081,809

581,129,010 206,780,000 206,780,000 298,393,990 52,081,809

213,571,828 143,780,000 143,780,000 200,798,172 18,667,523

1 給料 4,093,000 3,889,200

2 手当等 3,667,000 2,191,553 2,172

3
賞与等引当
金繰入額 844,000 844,000

4
法定福利
費

1,541,000 1,211,448

9 報償費 27,000 9,000

11 旅費 16,000 6,360 576

12 備消品費 294,000 216,950 19,720

14 被服費 32,000 19,879 1,807

17 燃料費 37,000 18,396 1,673

19
印刷製本
費

43,000 42,020 3,820

20 修繕費 63,000 29,092 2,499

25 委託料 446,052,000 183,454,500 16,677,681

26 賃借料 2,150,000 2,034,750 184,975

27
路面復旧
費

10,000,000 0

29 保険料 687,000 101,080

30
工事請負
費

54,599,000 19,498,600 1,772,600

31 補償費 34,000,000 0

35 公課費 5,000 5,000

342,620,000 63,000,000 63,000,000 95,900,000 31,147,272

25 委託料 487,000,000 328,100,000 29,827,272

30
工事請負
費

14,520,000 14,520,000 1,320,000

24,937,182 1,695,818 2,267,014

1 負担金 26,633,000 24,937,182 2,267,014

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

2,218,582,987 206,780,000 206,780,000 307,247,013 52,081,809

581,129,010 206,780,000 206,780,000 298,393,990 52,081,809

213,571,828 143,780,000 143,780,000 200,798,172 18,667,523

1 給料 4,093,000 3,889,200

2 手当等 3,667,000 2,191,553 2,172

3
賞与等引当
金繰入額 844,000 844,000

4
法定福利
費

1,541,000 1,211,448

9 報償費 27,000 9,000

11 旅費 16,000 6,360 576

12 備消品費 294,000 216,950 19,720

14 被服費 32,000 19,879 1,807

17 燃料費 37,000 18,396 1,673

19
印刷製本
費

43,000 42,020 3,820

20 修繕費 63,000 29,092 2,499

25 委託料 446,052,000 183,454,500 16,677,681

26 賃借料 2,150,000 2,034,750 184,975

27
路面復旧
費

10,000,000 0

29 保険料 687,000 101,080

30
工事請負
費

54,599,000 19,498,600 1,772,600

31 補償費 34,000,000 0

35 公課費 5,000 5,000

342,620,000 63,000,000 63,000,000 95,900,000 31,147,272

25 委託料 487,000,000 328,100,000 29,827,272

30
工事請負
費

14,520,000 14,520,000 1,320,000

24,937,182 1,695,818 2,267,014

1 負担金 26,633,000 24,937,182 2,267,014

(款）   1   資本的支出    （項）　　１　　建設改良費

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額
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支　　　　出

款 項 当初予算額 補正予算額
継続費逓
次繰越額

流用増減額 小　　計 法２６による繰越額 合　　　計目

区　　　分 予　　　　算　　　　額

　２　企業債償還金 1,631,897,000 1,631,897,000 1,631,897,000

1 1,631,897,000 1,631,897,000 1,631,897,000

　４　補助金返還金 9,410,000 9,410,000 9,410,000

1 9,410,000 9,410,000 9,410,000

　５　投資その他資産 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1 1,000,000 1,000,000 1,000,000

　６　貸付金 3,000,000 3,000,000 3,000,000

1 貸付金 3,000,000 3,000,000 3,000,000

　７　予備費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

1 予備費 1,000,000 1,000,000 1,000,000

2,644,890,000 2,644,890,000 87,720,000 2,732,610,000

その他投資
その他資産

企業債償還
金

国庫補助金
返還金

資本的支出合計
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単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

1,627,896,549 4,000,451

1,627,896,549 4,000,451

1
企業債償還
金

1,631,897,000 1,627,896,549

9,410,000 0

9,410,000 0

1
国庫補助金
返還金

9,410,000 9,410,000

147,428 852,572

147,428 852,572

1
その他投資
その他資産

1,000,000 147,428

0 3,000,000

0 3,000,000

1 貸付金 3,000,000 0

0 1,000,000

0 1,000,000

1 予備費 1,000,000 0

2,218,582,987 206,780,000 206,780,000 307,247,013 52,081,809

(款）   1   資本的支出    （項）　　２　　企業債償還金

単位（円）

法２６による繰越額
継続費逓
次繰越額 合　計 予 算 現 額 決　算　額

不　用　額
節 うち、仮払消

費税及び地
方消費税費　　目

決　算　額
翌年度繰越額

1,627,896,549 4,000,451

1,627,896,549 4,000,451

1
企業債償還
金

1,631,897,000 1,627,896,549

9,410,000 0

9,410,000 0

1
国庫補助金
返還金

9,410,000 9,410,000

147,428 852,572

147,428 852,572

1
その他投資
その他資産

1,000,000 147,428

0 3,000,000

0 3,000,000

1 貸付金 3,000,000 0

0 1,000,000

0 1,000,000

1 予備費 1,000,000 0

2,218,582,987 206,780,000 206,780,000 307,247,013 52,081,809

(款）   1   資本的支出    （項）　　２　　企業債償還金
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１　基金運用収益金

（収　　入） （支　　出）

２　年度末における基金の状況

現　　金

１　基金運用総括表

（収　　入） （支　　出）

（収入支出差引残高） （前年度繰越高） （決算年度末現在高）
円＋

　― 運営利子 ―

＝円

償還利子

支 出 合 計

　―

円

第２

貸 付 金

収 入 合 計

―償 還 利 子

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

基 金 積 立 金

基 金 　―
円

区 分

―

令和７年度　泉大津市下水道事業基金運用状況に関する調書

区 分 金 額 区 分 金 額

＝

第１ 泉大津市下水道基金運用状況に関する調書

円円

収 入 合 計

基金運用収益金 ―

円円
（前年度繰越高）

―

（決算年度末現在高）

円

金 額

下水道事業会計繰出金 ―

―

金 額

延 納 利 息 延納利息

（収入支出差引残高）

支 出 合 計

繰 出 金

＋

運 営 利 子

円

円

償 還 元 金

泉大津市環境整備資金貸付基金運用状況に関する調書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

区 分
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２　運用状況

３　貸付金額及び償還月別内訳

合 計

２月 ― ―

３月 ― ―

１２月 ― ―

令和８年 １月 ― ―

１０月 ― ―

１１月 ― ―

８月 ― ―

９月 ― ―

６月 ― ―

７月 ― ―

円

５月 ― ―

令和７年 ４月 ―
件

―
円

貸 付 金

貸 付 内 訳
区　分

償 還 金 額
月　別

件 数 金 額

円 円

貸 付 金 額 償 還 金 額 未 償 還 額

円円

決 算 年 度 中 決 算 年 度 中前 年 度 末 現 在
区 分

決算年度末現在
未 償 還 額
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